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令和元年消防統計概要 
令和元年における大垣消防組合管内１市４町《大垣市(上石津地域を除く。)・神戸町・輪之内町・安

八町・池田町 人口約 22万 3千人》の火災・救急・救助などの状況をまとめました。 

◆ 火災統計から・・・

総出火件数は 16件の減少、建物火災は全火災の約 55％

出火件数は 56件で、前年の 72件と比べ 16件減少し、過去 10年のうち最も少ない件数となってい

ます。 

組合構成市町別では、大垣市が 37件（12件減少）、神戸町が 5件(3件減少)、輪之内町が 5件(2件

増加）、安八町が 5件(1件減少)、池田町が 4件(2件減少)となっています。 

火災種別では、建物火災が 31 件（7 件減少）、車両火災が 7 件（2 件増加）、その他の火災が 18 件

(11件減少)で、林野火災の発生はありませんでした。 

建物火災のうち住宅(共同・併用住宅等含む。)からの出火件数は 16件で、全建物火災件数の約 52%

となっています。 

出火原因の 1位は「火入れ（枯草焼き）」、次いで「こんろ」及び「たばこ」 

出火原因別では「火入れ（枯草焼き）」が 9件、「こんろ」及び「たばこ」が各 5件となっています。 

「火入れ（枯草焼き）」は前年と同数で、田畑の畔での枯草焼きが風にあおられ延焼拡大しているケ

ースが多くみられます。 

「こんろ」の 5 件のうち、2 件は調理油過熱防止装置が未設置の家庭用のガスこんろを使用中にそ

の場を離れたことにより出火しています。全口に調理油過熱防止装置が設置されていない家庭用ガス

こんろを使用している方は買い替えをお勧めするとともに、調理中はこんろから目を離さないように

しましょう。 

「たばこ」の 5 件のうち 4 件は屋外で発生し、たばこの火種が残ったまま捨てたことにより出火し

ています。完全に消したことを確認して、投げ捨てはしないようにしましょう。 

また、前年 7 件で 2 番目に多かった「放火（疑い含む。）」は、2 件で 5 番目となり著しく減少して

います。 

火災による死者は 4人、負傷者は 10人 

火災による死者は 4人、負傷者は 10人発生し、前年より各 1人増加しています。1件の火災で、死

傷者が 6 人も発生する建物火災がありました。また、全死者 4 人のうち 3 人は 80 歳以上の高齢者の

方で逃げ遅れにより亡くなっています。 

火災による損害額は 2億 8,209万 8千円 

火災損害額は 2 億 8,209 万 8 千円となり、前年の 2 億 2,439 万 9 千円と比べ 5,769 万 9 千円増加し、

輪之内町地内で発生した工場火災により増加しています。 

◆ 救急統計から・・・

救急出動件数は 1万 132件、1日あたり約 28件出動

救急出動件数は 10,132 件で、前年の 10,546 件より 414 件減少しました。これは、1 日に約 28 件

の割合で救急車が出動したことになります。 

救急事故種別をみますと、急病が 6,816 件(約 67%)で全出動件数の半数以上を占め、次いで一般負

傷が 1,370件(約 14％)、交通事故が 918件(約 9%)の順となっています。 

搬送人員は 9,674 人で、そのうち入院加療を必要としない軽症傷病者は 3,349 人(約 35％)となり、

前年の 3,950人（約 39％）と比べ減少しています。今後も救急車の適正利用について考え、行動する

ことを呼びかける広報を継続していきます。 

◆ 救助統計から・・・

救助出動件数は 21件減少、前年に引き続き交通事故が半数以上

救助出動件数は 54件で、前年の 75件より 21件減少となりました。 

内訳をみますと、交通事故による出動が全体の 6 割以上を占め、次いでその他の事故、火災の順に

なっています。また、前年からの大幅な減少は水難事故がなかったこと、建物内での事故が大幅に減
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少したことがあげられます。 
 

◆ その他の緊急出動から・・・ 

火災・救急・救助出動以外の出動件数は 839件で前年の 1,031件に比べ 192件減少しました。出動

種別では PA 連携出動が 671 件（約 80%）で、次いで警戒出動が 106 件（約 13％）の順になってい

ます。 
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◆　原因別出火件数

火　災　統　計

(Δは負数を表す)

こんろ

5件

火入れ（枯草焼き）

9件

たばこ

5件

電気機器

4件

配線器具

2件放火（疑い含む。）

2件

その他

22件

不明

(39.3%）

(16.1%)

(8.9%)

(3.6%)

(8.9%)

7件

56件

出火件数

ストーブなど

(3.6%)

(12.5%)

(7.1%)

,
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◆　建物火災用途別件数

特定用途とは、飲食店などの不特定多数の人が出入りする建物をいう。

◆　月別出火件数・損害額

◆　10年間の出火原因別順位　ワースト3
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救　急　統　計

◆ 救急事故種別

（Δは負数を表す）

急病
一般負傷

交通事故

その他

6,816件
(67.3%)

918件
(9.1%)

1,370件
(13.5%)

686件
(6.8%)

出動件数

件10,132
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　◆　傷病程度別搬送人員

◆　年齢別搬送人員

◆　10年間の救急出動件数

高齢者

5,900 人

61.0%

成人

2,931 人

30.3%

乳幼児

450 人

4.7%

少年

361 人

3.7%

新生児

32 人

0.3%

43

高齢者
（満65歳以上）

成人

（満18歳以上65歳未満）

少年

（満7歳以上18歳未満）

乳幼児

（生後29日以上7歳未満）

新生児

計9,674 人

(件)
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令和元年

9,028 

9,565 

9,346 

9,307 

9,238 

9,647 

9,976 

9,795 

10,546 

10,132 
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救　助　統　計　

その他の緊急出動
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２０１９年度全国統一防火標語

～設置後１０年が経過した電池式の住宅用火災警報器はありませんか？～ 

電池式の住宅用火災警報器の電池交換の目安は、約１０年と言われています。設

置してから１０年が経過している住宅用火災警報器は、点検又は電池の交換を行って

ください。また、有事の際に確実に作動するよう定期的に点検を実施しましょう。 

なお、消防署が点検や電池交換を業者に委託することはありませんので、悪質な訪

問業者には十分ご注意ください。 

～未設置の場合は、早期設置を！～ 
全ての住宅に住宅用火災警報器の設置が義務化されています。 

住宅用火災警報器は、火災の早期発見につながる非常に有効なものですので、設

置されていない住宅は、早急に設置してください。 

ひとつずつ いいね！で確認 火の用心

消防情報テレホンサービス     救急 GO!  それ!１,２ 

０１８０ ― ９９５ ― ０１２  火災等のお問い合せ等 
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